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Ⅰ 調査方法の概要 
 

 

１ 調査の目的 

本調査は、昭和 41 年度から毎年実施しているもので、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の

賃金、労働時間等の実態を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目

的に、毎年７月に実施しているものである。 

 

２ 調査対象産業 

日本標準産業分類（平成25年10月改定）に定める産業分類が「農業，林業」「漁業」及び「公務」を除く産業 

 

３ 調査事項 

・企業全体の現況 

・事業所の現況 

・初任給 

・労働時間制度 

・年間休日数 

・年次有給休暇 

・特別休暇制度 

・育児休業制度・育児のための休暇制度 

・介護休業制度 

・仕事と家庭の両立のための支援制度 

・テレワークの導入状況 

・職場のハラスメント 

・新規学卒者の求人状況 

 

４ 調査事業所 

令和２年経済センサス活動調査名簿に基づき、常用雇用者規模10人以上を雇用する事業所から、産業別・

従業者規模別に無作為に抽出した事業所とする。 

調査対象事業所は 2,900 事業所で、そのうち有効回答のあった 1,276 事業所（有効回答率 44.0％）につい

て集計した。 

 

５ 調査時点 

令和４年７月 31日現在で調査を実施した。初任給についても７月の確定初任給について調査した。 

 

６ 集計方法 

調査事項については、各事業所を１単位とする単純算術平均とした。ただし、初任給については、新規採用

者数をウェイトとする加重算術平均とした。 

 

７ 賃金の分類 

初任給については、所定内賃金から生活補助給部門を除いた額としている。 

 

８ 調査結果利用上の注意 

構成比、増減率等の計算に当たっては、小数点以下第２位を四捨五入した。このため、構成比については

合計が必ずしも 100パーセントにならない。 
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〔主な用語の説明〕 
 

 

１ 企業規模 

中小企業 … 企業全体において常時使用する従業員が 300人以下（「情報通信業」、「卸売業」、「宿泊業」、

「生活関連サービス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業」では

100人以下、「小売業」、「飲食サービス業」では 50人以下）、又は資本金３億円以下（「卸売業」

では１億円以下、「情報通信業」、「小売業」、「飲食サービス業」、「宿泊業」、「生活関連サービ

ス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業」では5,000万円以下）の

企業をいう。 

大 企 業 … 中小企業以外の企業をいう。 

 

２ 常用労働者 

  次のうちいずれかに該当する労働者をいう。 

(1) 期間を定めないで雇われている労働者 

(2) １か月を超える期間を定めて雇用されている労働者 

(3) 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、５月、６月にそれぞれ 18日（パートの場

合は 10日）以上雇われた労働者 

 

３ 就業形態 

一般労働者 … 常用労働者のうち、一般的な所定労働時間が適用されている労働者のことで、正社員

及びその他労働者をいう。 

正 社 員 … 一般労働者のうち、事業所において正社員及び正職員とする労働者をいう。 

その他労働者 … 一般労働者のうち、正社員やパートタイム労働者に当てはまらない労働者をいう。（嘱託

職員、契約社員、有期雇用社員等） 

パートタイム労働者 … 常用労働者のうち、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が、同一の事業所

に雇用される一般労働者より少ない者をいう。 

 

４ 職   種 

管理・監督 … 会社の事務部門、生産部門のなかで、部長、課長、係長などのように監督的業務に従事す

る者をいう。なお、生産部門においては作業に従事しない職長、組長などの監督的地位にある

者も含む。 

事務・技術 … 経理、営業、人事、福利厚生等の事務局業務に従事する者や、研究、設計、看護等の特殊

技術をもっている者をいう。 

生   産 … 生産現場、建設現場、販売及び自動車の運転等に従事する者をいう。 

 

５ 表の記号説明 

「X」        … サンプルが少ないため秘匿 

「-」又は空欄  … 該当数字なし 

「０」又は「0.0」 … 単位未満 

 


